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第１回 定例会

令和４年度予算の概要

その他の議案および議決結果は、９ページの議決結果一覧に掲載しています。

令和４年度の予算などについて
審議しました（２月15日～３月30日）

　令和４年第１回定例会では、令和４年度予算に関わる議案や札幌市客引き行為等の防止に関する
条例案などの議案51件、意見書７件、決議３件が全会一致または賛成多数で可決されました。

　令和４年度の一般会計予算は、「アクションプ
ラン2019」の総仕上げとともに、感染症対策、社
会経済活動の回復などポストコロナや次期まちづ
くり戦略ビジョンを見据えた「新たな成長」を推
進するため、前年度に比べ4.3％増の１兆1,616億
円を計上し、過去最大の予算規模となりました。
　なお、特別会計・企業会計を加えた全会計では、
前年度に比べ2.8％増の1兆8,050億円を計上して
います。

　以下の経費など、全会計総額865億4,069
万円を増額する補正予算が可決されました。

　令和５年に予定されている札幌市議会議員の一般
選挙における議員数について、南区と手稲区におけ
る「議員定数と人口の逆転現象の解消」及び各区間
における「一票の格差の是正」を図るため、議員定
数の総数は68人から変えることなく、中央区の定
数を現行の７人から１人増の８人とし、南区の定数
を現行の６人から１人減の５人とするよう条例を改
正するものです。

可決された主な議案  ～補正予算案と条例案～
令和３年度の補正予算案

（注１）

予算の主な使い道
感染症の影響から市民を守り、社会経済活動の
力強い回復を支えるまちづくり

令和４年度の予算規模 （単位：億円）

●感染症対策のための体制整備
●路線バスなどを対象とした公共交通需要喚起支援

1

子どもを生み育てやすく、誰もが安心して
暮らせる、やさしいまちづくり

●増加する保育ニーズに対する受け皿確保
●町内会の加入促進・負担軽減に向けた各種支援

2

魅力と活力にあふれ、新しい時代に向かって
成長を続けるまちづくり

●札幌市制100周年を記念した式典や各種イベント

3

一般会計の歳入・歳出内訳（注１）

歳　入 歳　出

（単位：億円）

その他

地方交付税
市債

諸収入

国庫支出金

市税

区 　 　 分 令和 4年度 令和 3年度 増 減 率

一 般 会 計

特 別 会 計

企 業 会 計

合　計

11,616

3,746

2,688

18,050

11,140

3,749

2,677

17,566

4.3%

▲0.1%

0.4%

2.8%

その他

公債費
土木費

経済費

職員費

保健福祉費

2,056

959
1,162

1,225

2,815

3,399

2,121

892
1,098
1,175

1,566

4,764

条　例　案

札幌市議会議員定数及び各選挙区選出議員数に
関する条例の一部を改正する条例案

数値は原則として四捨五入で表示しているため、差し引きが一致しない場合があります。

可決された主な意見書・決議（概要）

積雪寒冷地における介護事業所への適切な評価を求める意見書

意見書

意見書および決議の全文は、市議会ホームページに掲載しています。

意見書とは、市政の発展に必要な事柄の実現を要請するため、
市議会の意思を決定し、国会や政府に提出するものです。

　積雪寒冷地である本市では、例年積雪による交通障害に伴い、自動車の渋滞な
どによる介護サービス利用者の送迎遅延や、遅延に伴うサービス提供時間の確保
が困難になる状況が発生しています。とりわけ今年度においても、度重なる暴風
雪や大雪により、市内の道路の除排雪が間に合わず、特に生活道路において自動
車の立往生が多発し、介護サービス事業所の送迎が長時間となるなど、介護サー
ビスの提供に大きな影響が生じています。
　よって、国会及び政府に対し、積雪寒冷地における介護サービスの確保を図る
観点から、以下の措置を講ずるよう強く要望するものです。
①本市のような積雪寒冷地の実情を踏まえた、介護サービス提供時の負担増を評価で
きる制度の見直しを行うこと。
②暴風雪や大雪などの雪害にあっても、地震や台風などの災害時の取り扱いと同様
に、人員等の配置基準や介護報酬の算定要件の柔軟な取り扱いを可能とするよう
早急に対応すること。

ロシア連邦によるウクライナ侵略を厳しく非難し、
平和的解決を強く求める決議

決 議 決議とは、市議会としての意思を決定し、それを対外的に
表明するものです。

　本年２月24日から開始されたロシア連邦によるウクライナへの侵略は、国際社
会の平和と安全を著しく損なう暴挙であり、ウクライナに拠点を持つ日本企業及び
現地在留邦人も厳しい状況に置かれています。
　このような力による一方的な現状変更の試みは、国際秩序の根幹を揺るがす明白
な国際法違反であり、断じて許すことはできません。
　本市では、人々が等しく平和に暮らせる世界の実現を願って平和都市宣言を行っ
ており、ウクライナへの侵略はそのような市民の願いに反するものです。
　よって、本市議会は、ロシア連邦によるウクライナ侵略を厳しく非難するととも
に、国際法を遵守し、軍の即時撤退と平和的解決を行うよう強く求めます。

●新型コロナウイルス感染症患者等対策費追加
●道路除雪費追加
●住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金追加
●ＧＩＧＡスクール構想推進費追加
●飲食店等感染防止対策協力支援費追加
●子育て世帯への臨時特別給付金追加

ギ　　ガ


